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   八尾市感染症発生動向調査事業実施要綱  

 （目的） 

第１条 この要綱は、感染症の患者情報及び病原体に関する情報を正確に収集

分析し、その結果を市民に公開し、及び医療機関へ提供することにより、感

染症の予防及び防止を図るため、感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成 10年法律第 114号。以下「法」という。）第３章の規

定及び「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律の施行に

伴う感染症発生動向調査事業の実施について」（平成 11年３月19日健医発第

458号厚生省保健医療局長通知）における「感染症発生動向調査事業実施要

綱」に基づき、感染症発生動向調査（以下「調査等」という。）の実施に当

たり必要な事項を定めるものとする。 

 （対象となる感染症）  

第２条 調査等の対象となる感染症は、別表に定めるとおりとする。  

 （実施主体等）  

第３条 実施主体は、八尾市とする。  

２ 所管は、八尾市保健所（以下「保健所」という。）とする。  

３ 市長は、保健所で検査しないものについては、地方独立行政法人大阪健康

安全基盤研究所（以下「大阪健康安全基盤研究所」という。）に依頼するも

のとする。  

 （指定届出機関及び指定提出機関の選定）  

第４条 市長は、別表定点把握対象の感染症について、八尾市内での患者情報、

疑似症情報及び病原体の分離等の検査情報を収集するため、法第14条第１項

に規定する患者定点、疑似症定点及び病原体定点の指定届出機関を大阪府知

事に選定依頼するものとする。  

２ 市長は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規

則（平成10年厚生省令第 99号）第７条の２に規定する五類感染症について、

八尾市内での患者の検体又は当該感染症の病原体（以下「検体等」という。）

を収集するため、法第 14条の２第１項に規定する指定提出機関を大阪府知事
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に選出依頼するものとする。  

 （感染症発生動向調査員会）  

第５条 市長は、事業の的確な運用を図るため、感染症発生動向調査委員会を

設置するものとする。  

２ 感染症発生動向調査委員会の運用については、別に定めるものとする。  

 （全数把握の対象疾病）  

第６条 全数把握により行う調査等の対象となる者は、次に掲げる者とする。  

 ⑴ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症（別表

75、85及び86）、新型インフルエンザ等感染症及び指定感染症  

 ⑵ 全数把握対象の五類感染症（別表 75、85及び 86を除く。）  

 （全数把握の調査単位及び実施方法）  

第７条 前条第１号に規定する患者を診察した医師は、国が定める基準により

直ちに保健所に届出を行うものとする。  

２ 前条第２号に規定する患者を診察した医師は、国が定める基準により７日

以内に保健所に届出を行うものとする。  

３ 保健所は、前２項の届出を受けた場合、直ちに感染症発生動向調査システ

ムに届出内容を入力するものとする。  

４ 保健所は、第１項及び第２項の届出を受けた場合において、病原体検査が

必要と判断したときは、検体等を所持している医療機関に対して、病原体検

査のための検体等の提供について、別に定める検査票を添付して依頼等する

ものとする。  

５ 第１項及び第２項の検体等を所持している医療機関は、保健所から当該患

者の病原体検査のための検体等の提供の依頼又は命令を受けた場合にあって

は、検体等について、保健所に協力し、別に定める検査票を添付して提供す

るものとする。  

６ 保健所は、検体等の提供を受けた場合には、別に定める検査票を添付して

大阪健康安全基盤研究所へ検査依頼するものとする。  

 （定点把握の期間）  

第８条 患者情報のうち定点把握の調査の期間は、別表の五類（定点把握）の
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小児科定点（別表88から97まで）及びインフルエンザ定点（別表98）、眼科

定点（別表 99及び 100）については１週間、性感染症定点（別表 101から 104

まで）については１か月間、また、基幹定点において別表91（病原体がロタ

ウィルスである者）、 105、 106、 108及び 109については１週間、別表 107、

110及び111については１か月間とするものとする。  

 （患者定点）  

第９条 患者定点として選定された医療機関（以下「選定医療機関」という。）

は、保健所に速やかな情報提供を図る趣旨から、国が定める報告基準により、

調査単位機関に係る診療時において、患者発生状況の把握を行うものとする。  

２ 選定医療機関は、国が定める様式によりそれぞれ調査単位の患者発生状況

を記載するものとする。  

３ 選定医療機関は、患者情報を国の報告基準に基づき保健所へ提供するもの

とする。なお、当該情報の提供方法については、患者情報の円滑な収集の観

点から、地域の特性に応じた適切な方法を採用することができるものとする。  

 （病原体定点）  

第１０条 病原体定点として選定された医療機関においては、必要に応じて病

原体検査のために検体等を採取するものとする。  

２ 病原体定点医療機関で採取された検体等は、検査票を添えて速やかに大阪

健康安全基盤研究所に送付するものとする。  

３ 小児科定点（別表88から97まで）においては、患者発生状況等を踏まえ、

あらかじめ選定した複数の感染症について、調査単位区ごとに、おおむね 4

症例からそれぞれ少なくとも１種類の検体を送付するものとする。  

４ インフルエンザ定点（別表 98）（インフルエンザ様疾患を含む。）におい

ては、インフルエンザの流行期（患者定点当たり患者発生数が大阪府で１を

超えた時点から１を下回るまでの間をいう。以下同じ。）には１週間、非流

行期（流行期以外の期間）には１か月を調査単位として、調査単位ごとに少

なくとも１検体を送付するものとする。  

５ 提出された検体等は、感染症の発生及びまん延防止策の構築、公衆衛生の

ために使用されるものであり、それ以外の目的には用いてはならない。 
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 （疑似症定点）  

第１１条 疑似症定点として選定された定点把握の対象の指定届出機関におい

ては、国が定める基準に従い、直ちに疑似症発生状況等を記載し、保健所へ

提出するものとする。  

２ 届出を受けた保健所は、当該疑似症定点から得られた疑似症情報を、直ち

に、症候群サーベイランスシステムに入力するものとする。また、対象疑似

症についての集団発生その他特記すべき情報については、大阪府及び大阪府

感染症情報センターへ報告するものとする。  

 （オンラインシステムによる積極的疫学調査結果の報告の実施方法）  

第１２条 保健所は、鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１）（別表 13）に係る積極的

疫学調査を実施した場合は、国の定める基準により直ちに疑い症例調査支援

システムに調査内容を入力するものとする。  

２ 保健所は、疑似症定点医療機関より提出された検体には、疑い症例調査支

援システムが発行する検査依頼書を添えて、速やかに大阪健康安全基盤研究

所に送付するものとする。  

 （情報提供）  

第１３条 保健所は、別表に定める感染症について検査票及び検体等が送付さ

れた場合は、大阪健康安全基盤研究所に検査結果を確認し、その結果を診断

した医師に通知するものとする。  

２ 保健所は、患者が一類感染症と診断されている場合、都道府県を超えた集

団発生があった場合その他緊急の場合にあっては、厚生労働省からの依頼に

基づき検体を国立感染症研究所に送付するものとする。  

３ 保健所は届け出を受けた感染症に係る発生状況を把握し、必要に応じて大

阪府、関係医療機関、医師会、八尾市教育委員会等に発生状況を提供し連携

を図るものとする。  

４ 保健所は、八尾市内の患者発生情報及び病原体情報を収集し、大阪府感染

症情報センターへ送付し、大阪府立感染症解析小委員会での分析結果を週報

等として公表される大阪府情報及び全国情報と併せて、関係医療機関その他

に提供するものとする。  
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５ 保健所は、情報の提供及び公開に当たっては、個人情報の保護に留意しな

ければならない。  

 （医師会との連携）  

第１４条 市域の詳細な感染症の発生に関する情報の把握及び分析については、

医師会と連携して行うものとする。  

   附 則 

 この要綱は、平成30年４月１日から施行する。  

   附 則 

 この要綱は、平成30年５月１日から施行する。  

 



大阪健康安全基盤研究所 森ノ宮センター
大阪府感染症情報センター

本村 和嗣

平成29年に注目された感染症

第一回 八尾市感染症発生動向調査委員会

平成31年1月31日

微生物部 ウイルス課

資料2



平成29年に週報で取り上げた感染症

第一位 インフルエンザウイルス：19回

第三位 感染性胃腸炎： 5回

第二位 手足口病、RSウイルス感染症：12回

第四位 A群溶血性レンサ球菌咽頭炎： 2回

小児科定点・インフルエンザ定点感染症



平成29年に週報で取り上げた感染症

第一位 梅毒 ：6回

第三位 腸管出血性大腸菌感染症 ：4回

第二位 侵襲性肺炎球菌感染症 ：5回

全数把握感染症

第四位 カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 ：3回



① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん



2017年 定点数と週報患者報告数

インフルエンザ定点 307

報告患者数 78,654

（前年比18.7％減）

小児科定点 200

報告患者数 133,654

（前年比9.0％減）

眼科定点 52

報告患者数 1,150

基幹定点 17

報告患者数 597



2017年感染症報告数（週報定点報告）

疾患 2017年 2016年

インフルエンザ　↓ 78,654 96,701

RSウイルス感染症　↑ 11,675 8,542

咽頭結膜熱　↓ 5,210 5,231

Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎　↓ 21,598 21,607

感染性胃腸炎　↓ 53,649 74,465

水痘　↓ 4,037 4,254

手足口病　↑ 22,324 2,689

伝染性紅斑　↓ 523 1,998

突発性発しん　↓ 4,589 4,857

百日咳　↓ 108 166

ヘルパンギーナ　↓ 4,967 8,563

流行性耳下腺炎　↓ 4,972 14,504

小児科定点疾患　　合計 133,652 146,876

急性出血性結膜炎　↑ 42 31

流行性角結膜炎　↓ 1,108 1,454

眼科定点疾患　　合計 1,150 1485

細菌性髄膜炎　↓ 18 29

無菌性髄膜炎　↓ 44 59

マイコプラズマ肺炎　↓ 295 1,097

クラミジア肺炎（オウム病を除く）　↓ 3 4

感染性胃腸炎（ロタウイルス）　↓ 237 405

基幹定点疾患　　合計 597 1594

前年比：36.7%増

前年比：8.3倍 増

前年比：42% 減
前年比：66% 減



① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん
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手足口病は、隔年流行している。2017年は、コクサッキーウイルス
A6型が主要な流行株であった。
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(Kanbayashi D., Kaida A., Yamamoto P.S., et al. Jour. Med. Virology, 2017)

大阪市における手足口病原因ウイルスの推移



Figure 4
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(Kanbayashi D., Kaida A., Yamamoto P.S., et al. Jour. Med. Virology, 2017)

コクサッキーウイルスA6型の変異箇所

137： アスパラギン→セリン

160: セリン→グリシン

(親水性） (疎水性）



① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん
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RSウイルス感染症が、第29週（7月17-23日）より増加傾向である。
例年に比べると、流行開始時期が早く、4倍超の報告数が認めら
れている。

開始時期が早い
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① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん
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2017/2018シーズン、大阪府では、 B-Yamagata、AH3 、AH1 pdmの
順で、検出されている。

大阪府_インフルエンザ
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大阪府におけるインフルエンザ流行期入りと流行株

流行期入り 最大値 10.0を下回る 非流行期 流行株

2012/2013 シーズン 第1週 第5週 第10週 第22週 AH3

2013/2014 シーズン 第52週 第5週 第13週 第19週 AH1pdm, B

2014/2015 シーズン 第48週 第52週 第7週 第19週 AH3

2015/2016 シーズン 第1週 第6週 第13週 第17週 AH1pdm, B

2016/2017 シーズン 第47週 第4週 第9週 第19週 AH3

2017/2018 シーズン 第48週 第5週 第11週 第14週 B, AH3. AH1pdm
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① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん
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大阪全域における、月別ノロウイルス
陽性食中毒症例数の推移
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（1） 手足口病が、第15週より増加し始め、第29週（7月17-23日）を、
ピークに減少に転じている。

（2） RSウイルス感染症が、第29週（7月17-23日）より増加傾向である。
例年に比べると、流行開始時期が早く、4倍超の報告数が認めら
れている。

インフルエンザ定点、小児科定点把握感染症

2017年の総括

（3） 2016/17シーズンにおけるインフルエンザは、A型H3が主要な
流行株であった。B型インフルエンザの流行は、少なかった。
2017/18シーズンは、 A型H1pdm、 A型H3、B型が同時期に流
行し、B型が最も多く、検出されている。

（4） 2016/17シーズンにおけるノロウイルス感染症では、これまで流行
していた主要な遺伝子型と異なるGII.2が流行していた。
2017/18シーズンは、従来のGII.4 Sydney 2012が検出されている。



① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん



大阪における近年の増加傾向

•2009～2012年：年間100例未満
の総報告数

•2015年第1週～第52週までに診断され、報告された症例数：322例
（前年同時期の1.3倍）

•2013年以降：毎年前年より報告数が継続して増加、2013年以降
年間100例以上

•2016年第1週～第52週までに診断され、報告された症例数：584例
（前年同時期の1.8倍）

•2017年第1週～第52週までに診断され、報告された症例数：847例
（前年同時期の1.5倍）



大阪における梅毒報告数の推移
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2018年 大阪における梅毒患者の年齢分布
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① 手足口病

本日、取り上げる感染症

② RSウイルス感染症

③ インフルエンザウイルス

④ 感染性胃腸炎

⑤ 梅毒

⑥ 麻しん



八尾市保健所管内 麻しん症例について

患者： 41歳 男性
主訴： 発熱・下痢
病歴： 2018年3月X日に、関西空港より沖縄経由で、タイ王国で渡

航。2日間、タイに滞在した。日本帰国 11日後（3月Y日）に
39℃台の発熱を認める。Y+7日に下痢を認め、近医を受診
し、入院となった。入院後、 Y+8日に発しんが出現している。

予防接種歴：なし

検査所見： RBC 442 x 106 /µL, WBC 3800 /µL, Plt 93,000 /µL (

↓),  CRP 3.93 mg/dL (↑), AST 46 IU/L, ALT 39 IU/L

鑑別診断：デング熱、チクングニヤ、ジカウイルス感染症、日本脳炎
麻しん、風しん



八尾市保健所管内 麻しん症例について
ー大阪健康安全基盤研究所での検査結果ー

遺伝子増幅(PCR) 検査： デング熱（－）、チクングニヤ（－） 、ジカ
ウイルス感染症（－） 、日本脳炎（－）

麻しん（＋）、風しん（－）

抗体検査： 麻しんウイルス 特異的IgM 抗体 11.8

麻しんウイルス 特異的IgG 抗体 4.4



LC379170 MVs Osaka JPN 12 18

AB983600 MVs Osaka JPN 16 14 1

KT964106 MvS Banjarmasin INO 42 15 S10

KT964107 MvS Banjarmasin INO 42 15 S21

KT964104 MvS Banjarmasin INO 42 15 S8

KT964105 MvS Banjarmasin INO 42 15 S15

LC190485 MVs OsakaC JPN 39 16

LC229799 MVs Osaka JPN 37 16

LC190478 MVs OsakaC JPN 36 16

LC072667 MVs Osaka JPN 29 15

LC190483 MVs OsakaC JPN 38 16 3

LC229797 MVs Osaka JPN 36 16

LC306670 Mvs Osaka JPN 14 17

LC306671 Mvs Osaka JPN 15 17

LC306672 Mvs Osaka JPN 15 17 2

LC306673 Mvs Osaka JPN 16 17

LC306674 Mvs Osaka JPN 16 17 2

LC306675 Mvs Osaka JPN 16 17 3

LC306676 Mvs Osaka JPN 16 17 4

MK079566 MVs/SamutSakhon.THA 49 16 D8

AB915256 MVs Osaka JPN 14 13 1

KC767648 MVs Surin THA 7 13 1 D8

AB915254 Mvs Osaka JPN 12 13 1

JX157918 MVi Nakhon-Ratchasima THA 32 11 1 D8

KC631639 MVs MahaSarakham THA 44 12 2 D8

KC709571 MVs Nakhon-Ratchasima THA 2 12 1 D8

KF664184 MVs Chachoengsao THA 33 13 2 D8

KC631638 MVs Rayong THA 44 12 1 D8

KC631643 MVs ChiangMai THA 37 12 1 D8

AB818353 MVi OsakaC JPN 14 13

KC631636 MVs SiSaKet THA 50 12 1 D8

KC631635 MVs Krabi THA 01 13 1 D8

KC631640 MVs ChiangMai THA 43 12 1 D8

JX175285 MVi NakhonRatchasima THA 43 11 2 D8

JX175286 MVi ChiangMai THA 46 11 1 D8

JX175287 MVi ChiangMai THA 47 11 1 D8

JX175290 MVi NakhonRatchasima THA 36 11 1 D8

AB983602 MVs Osaka JPN 16 14 3

LC015752 MVs Osaka C JPN 48 14

KF770953 MVs Chachoengsao THA 34 13 D8

KC631637 MVs SaKaeo THA 47 12 1 D8

KC631641 MVs MahaSarakham THA 42 12 1 D8

AB809562 MVs Osaka C JPN 11 13

AB915255 Mvs Osaka JPN 12 13 2

AB915257 MVs Osaka JPN 14 13 2

AB915258 MVs Osaka JPN 15 13

JX157919 MVs Phetchaburi THA 35 11 1 D8

JX175284 MVs Phetchaburi THA 43 11 3 D8

JX175289 MVi Phetchaburi THA 36 11 1 D8

AF280803 D8

GU440571 D11

AY037020 D7

AF243450 D7

U01976 D4
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（3） 大阪府の梅毒感染者は、1999年以降、最も多く報告されてい
る。

（2） 大阪府内で初めて、重症熱性血小板減少症候群が認められた。

（1） 2017年、大阪府の新規結核感染者報告数は、東京に次いで
全国第2位である。

全数報告感染症

（4） 2017年、大阪府で麻しん患者は、9例報告されている。

2017年の総括
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高齢者介護施設におけるインフルエンザ
ウイルスの予防接種や予防内服について



高齢者介護施設におけるインフルエンザ
ウイルスの予防接種や予防内服について

2012年 日本感染症学会が提言

入院患者の予防投薬は、「できるだけ早期」

2013年 厚生労働省が手引きを作成

国内で予防投薬できる医薬品

タミフル リレンザ イナビル タミフル後発薬

製造販売 中外製薬 GSK 第一三共 沢井製薬

服薬方法 経口 吸入 吸入 経口

用法用量

1日1回 1日1回 20mg/40mg 1日1回

7－10日間 10日間 1日1回 7－10日間

2日間



サミット開催に向けた感染症対策について

2月15日：G20大阪サミット 関係機関連絡会議

目的： G20大阪サミットの概要
強化サーベイランスの理解と運用の説明
サーベイランスの必要性の理解、準備、対応

対象者：大阪府保健所、政令中核市 保健所、大阪市
大阪府、大安研、医療機関、近隣府県、
府警本部健康管理センター、大阪市消防局



サミット開催に向けた感染症対策について

通常の感染症サーベイランス（病原体＋患者発生）

① 疑似症サーベイランス（新型インフルエンザ、天然痘）
② 強化サーベイランス（麻しん、風しん、水痘、蚊媒介性

感染症、侵襲性髄膜炎菌感染症）
③ 新疑似症サーベイランス（天然痘、炭そ菌）

④ 救急搬送サーベイランス（天然痘、炭そ菌）
⑤ 警察官サーベイランス（警察官の健康状態の把握）
⑥ 学校サーベイランス（大阪市、堺市、八尾市）
⑦ 薬局サーベイランス



八尾市保健所管内における
感染症発生状況および対策について

資料3



①平成30年度 全数把握感染症
（一類から五類）



全数把握感染症
類型 疾患別 届出

一類感染症(7) エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南米出血熱、ペスト、マールブルグ熱、ラッサ熱 直ちに

二類感染症(7) 急性灰白髄炎、結核、ジフテリア、重症急性呼吸器症候群、中東呼吸器症候群、鳥インフルエンザ
(H5N1)、鳥インフルエンザ（H7N9)

三類感染症(5) コレラ、細菌性赤痢、腸管出血性大腸菌、腸チフス、パラチフス

四類感染症(44) E型肝炎、ウェストナイル熱（ウェストナイル脳炎を含む）、A型肝炎、エキノコックス症、黄熱、オウム病、
オムスク出血熱、回帰熱、キャサヌル森林熱、Q熱、狂犬病、コクシジオイデス症、サル痘、ジカウィルス感
染症、重症熱性血小板減少症候群（病原体がフレボウィルス属SFTSウィルスであるものに限る）、腎
症候性出血熱、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、炭痘
チクングニア熱、つつが虫病、デング熱、東部ウマ脳炎、鳥インフルエンザ（H5N1及びH7N9を除く）、ニ
パウイルス感染症、日本紅斑熱、日本脳炎、ハンタウイルス肺症候群、Ｂウイルス病、鼻疽、ブルセラ症、
ベネズエラウマ脳炎、ヘンドラウイルス感染症、発しんチフス、ボツリヌス症、マラリア、野兎病、ライム病、リッ
サウイルス感染症、リフトバレー熱、類鼻疽、レジオネラ症、レプトスピラ症、ロッキー山紅斑熱

五類感染症(22) アメーバ赤痢、ウイルス性肝炎（Ｅ型肝炎及びＡ型肝炎を除く）、カルバペネム耐性腸内細菌科細菌
感染症、急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く）、急性脳炎（ウエストナイル脳炎、西部ウマ脳炎、
ダニ媒介脳炎、東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎及びリフトバレー熱を除く）、クリプトスポリ
ジウム症、クロイツフェルト・ヤコブ病、劇症型溶血性レンサ球菌感染症、後天性免疫不全症候群、ジア
ルジア症、侵襲性インフルエンザ菌感染症、※侵襲性髄膜炎菌感染症、侵襲性肺炎球菌感染症、水
痘(患者が入院を要すると認められるものに限る) 、先天性風しん症候群、梅毒、種性クリプトコックス症、
破傷風、バンコマイシン耐性黄色ブドウ球菌感染症、バンコマイシン耐性腸球菌感染症、百日咳、風し
ん、※麻しん、薬剤耐性アシネトバクター感染症

7日以内
※は直ちに

新型インフルエン
ザ等感染症(2)

新型インフルエンザ、再興型インフルエンザ 直ちに



全数把握感染症届出数 ※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)

類型 疾患別 八尾市 大阪府

三類感染症 腸管出血性大腸菌 2 200

四類感染症 E型肝炎 1 7

日本紅斑熱 2 8

レジオネラ症 11 120

五類感染症 ウイルス性肝炎(E型肝炎及びA型肝炎を除く) 1 12

カルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症 12 162

クロイツフェルト・ヤコブ病 1 9

劇症型溶血性レンサ球菌感染症 1 23

侵襲性インフルエンザ菌感染症 3 49

侵襲性肺炎球菌感染症 6 195

水痘(患者が入院を要すると認められるものに限る) 1 27

梅毒 20 913

バンコマイシン耐性腸球菌感染症 2 21

百日咳 33 1000

風しん 3 120



全数報告の薬剤耐性菌発生状況
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全数報告の薬剤耐性菌発生状況

臨床症状 重複あり

胆のう・胆管の炎症 5

肺炎 2

尿路感染症 1

敗血症 1

創感染(表層SSI) 1

膿胸 1

無 2

２．CRE発生届における臨床症状

検体採取 件数

入院３日以内 5

入院４日以降 7

計 12

３．CRE検体採取時期

（平成30年4月1日から12月31日）



梅毒の発生状況（大阪府)
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梅毒の発生状況（八尾市）
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梅毒届出性別年代別内訳
（平成30年4月1日から12月31日）

男性 女性

70代以上 １ 0

60代 0 1

50代 0 0

40代 4 1

30代 4 1

20代 5 2

10代 0 1



梅毒届出性別病期別内訳数
（平成30年4月1日から12月31日）

男性 女性

無症候 5 3

先天梅毒 0 0

早期Ⅰ期 8 2

早期Ⅱ期 1 1

晩期 0 0



百日咳の発生状況（八尾市）

・平成30年4月～12月まで 33件届出あり

・集団感染は確認されず
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（平成30年4月1日から12月31日）



風しんの流行状況について

出典：大阪府感染症情報センター



風しん（八尾市） ３事例の概要

時期 患者 経過および対応

H30.10月 40代 男性
（ワクチン接種歴不明）

・10月16日行政検査実施。PCR（＋）。
・接触者（家族および職場）の健康観察実施。
新たな感染者発生せず。

H30.10月 30代 男性
（ワクチン接種歴不明）

・10月30日行政検査実施。PCR（－）。
11月 1日IｇM9.21
・接触者（家族および職場）の健康観察実施。
新たな感染者発生せず。

H30.10月 40代 男性
（ワクチン接種歴無し）

・10月30日行政検査実施。PCR（＋）
・接触者（家族および通所施設）の健康観察実施。
新たな感染者発生せず。

（平成30年4月1日から12月31日）



麻しん事例の概要
患者 40代男性（ワクチン接種歴無し）

【経過】

平成30年3月上旬、海外渡航。

↓

3月X日 発熱・発疹・関節痛出現。翌日近医受診。

3月X日 デング熱（疑い）届出受理。

↓

3月X日 麻しんIｇＭ抗体価12判明。麻しん届出受理。

↓

接触者について健康観察実施。新たな発症者無し。



血液検査 尿検査 咽頭ぬぐい液検査

麻しん・風しんの検査及び調査にご協力ください。

① 医師により保健所長を経由して
都道府県知事へ直ちに届出が行われます。
感染症法第12条第１項により定められています。

② 血液・尿・咽頭ぬぐい液などの採取にご協力ください。

麻しんや風しんと診断された場合は、患者の皆様に感染症法に基づく

検体（血液、尿、咽頭ぬぐい液など）の採取をご協力いただいております。

③ 保健所職員による感染拡大防止のため

調査へご協力ください。
麻しん・風しんは、人から人へ感染させる可能性のある病気です。

そのため、保健所は、感染の流行を予防するため、感染が疑われる方を確認し、

必要な方へ緊急ワクチン接種の推奨や健康観察等を行っています。



②平成30年度 定点把握感染症



定点把握感染症 定点の種類と疾患
定点の種類 疾患名

インフルエンザ定点(11) インフルエンザ(鳥インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。)

小児科定点(6) ＲＳウイルス感染症、咽頭結膜熱、Ａ群溶血性レンサ球菌咽頭炎、感染
性胃腸炎、水痘、手足口病、伝染性紅斑、突発性発しん、ヘルパンギーナ、
流行性耳下腺炎

眼科定点(2) 急性出血性結膜炎、流行性角結膜炎

STD定点(3) 性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ、淋
菌感染症

基幹定点(1) 感染性胃腸炎(病原体がロタウィルスであるものに限る）
クラミジア肺炎（オウム病を除く）
細菌性髄膜炎(髄膜炎菌、肺炎球菌、インフルエンザ菌を原因として同定さ
れた場合を除く)、ペニシリン耐性肺炎球菌感染症、マイコプラズマ肺炎、無
菌性髄膜炎、メチシリン耐性黄色ブドウ球菌感染症、薬剤耐性緑膿菌感
染症

疑似症定点(4) 定義1①摂氏38度以上の発熱及び②呼吸器症状の両者を呈し、かつ、そ
れらの症状が明らかな外傷又は、器質的疾患に起因するものではない状態
を指す。
定義2①発熱及び②発しん又は水疱の両者を呈する状態。

()は八尾市内の定点医療機関数



八尾市内の指定届出機関

定点の種類 医療機関名 届出時期

インフルエンザ定点
(11)

武田クリニック、久保医院、阪本医院、正
田医院、吉田クリニック、山本診療所、八
木小児科、八尾徳洲会総合病院、しもや
ま小児科、ひょうり小児科、あかの小児科

翌週月曜日

小児科定点(6) 山本診療所、八木小児科、八尾徳洲会
総合病院、しもやま小児科、ひょうり小児
科、あかの小児科

眼科定点(2) 上江田眼科医院、宮澤眼科クリニック

STD定点(3) 甲野クリニック、正田医院、瀬口クリニック 翌月初日

基幹定点(1) 八尾市立病院 翌週月曜日

疑似症定点(4) 西岡医院、岡田クリニック、だてクリニック、
竹中医院

直ちに



医療機関における定点疾患発生状況
（インフルエンザ定点、小児科定点）

小児科定点疾患名 八尾市（6） 大阪府（201）

感染性胃腸炎 1876 42511

A群溶血性レンサ球菌咽頭炎 617 16613

RSウイルス 330 8624

流行性耳下腺炎 44 953

咽頭結膜熱 351 4691

ヘルパンギーナ 136 5237

水痘 164 3165

手足口病 225 4849

伝染性紅斑 110 1519

突発性発疹 177 3669

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)

インフルエンザ定点疾患名 八尾市（11） 大阪府（307）

インフルエンザ 523 10571

()は定点医療機関数



医療機関における定点疾患発生状況（眼科定点）

眼科疾患名 八尾市（2） 大阪府（52）

流行性角結膜炎 34 1044

急性出血性結膜炎 2 36

医療機関における定点疾患発生状況（STD定点）

STD定点疾患名 八尾市（3） 大阪府（67）

性器クラミジア感染症 67 1779

性器ヘルペス感染症 23 680

尖圭コンジローマ 12 421

淋菌感染症 28 566

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)

()は定点医療機関数



医療機関における定点疾患発生状況（基幹定点）

基幹定点疾患名 八尾市（1） 大阪府（18）

細菌性髄膜炎 0 15

無菌性髄膜炎 0 20

マイコプラズマ肺炎 7 141

クラミジア肺炎(オウム病以外) 0 1

感染性胃腸炎(ロタウイルス) 13 177

メチシリン耐性黄色ブドウ球菌 14 704

ペニシリン耐性肺炎球菌 0 66

薬剤耐性緑膿菌 1 15

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)

()は定点医療機関数



小児科定点 感染性胃腸炎
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4月集団感染発生（中学校1件）
※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)



感染性胃腸炎の対応

No 区分 施設種類 疾患名・菌種
報告時
患者数

保健所
報告日

最終累積
患者数

うち職員
患者数

1 5類 中学校
ノロウイルス
GⅠ、GⅡ

14 4/7 23 23

2 5類 小学校
ノロウイルス
GⅡ

11 5/24 45 1

3 5類 小学校
ノロウイルス
GⅡ

9 5/31 20 0

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)



インフルエンザ定点の状況
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※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)



インフルエンザの対応

No 区分 施設種類 疾患名・菌種
報告時
患者数

保健所
報告日

最終
累積
患者数

うち職員
患者数

1 ５類 医療機関 インフルエンザＡ 10 12/31 23 7

※14週(2018年4月2日～4月8日)
～52週(2018年12月24日～12月30日)



インフルエンザ
警報・注意報レベルの基準値

警報レベル 注意報レベル

開始基準値 終息基準値 基準値

３０ １０ １０

警 報：大きな流行の発生・継続が疑われることを示します。
注意報：流行の発生前であれば今後4週間以内に大きな流行が発生する可能性があることを、

流行の発生後であればその流行がまだ終わっていない可能性があることを示します。



③平成30年 結核発生状況および対策



結核罹患率の推移

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

全国 16.1 15.4 14.4 13.9 13.3

大阪府 26.4 24.5 23.5 22.0 21.3

八尾市 27.4 14.9 17.5 16.8 20.2

全 国

大阪府

八尾市

10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0
22.0
24.0
26.0
28.0
30.0（人）10万対

【速報値】
平成30年
八尾市 19.1



菌喀痰塗抹陽性肺結核罹患率の推移

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

全国 6.4 6.0 5.6 5.2 5.0

大阪府 11.5 10.2 10.2 9.5 9.0

八尾市 8.5 4.5 4.8 6.7 7.1

全 国

大阪府

八尾市

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

（人）10万対

【速報値】
平成30年
八尾市 3.7



平成30年新登録患者数

H30（速報値）

新登録患者数 51

肺結核喀痰塗抹陽性初回治療 9

肺結核喀痰塗抹陽性再治療 1

肺結核その他の菌陽性 19

肺結核菌陰性 7

肺外結核 15

ＬＴＢＩ（潜在性結核感染症） 26

（再）コッホ現象 1

合計 77

（人）

速報値を示しています。今後修正される可能性があります。



平成30年新登録結核患者 肺外結核の内訳

粟粒結核 2

結核性胸膜炎 12

肺門リンパ節結核 2

結核性髄膜炎 5

左肘関節結核 １

結核性ぶどう膜炎 １

結核性心膜炎 １
肺結核と重複あり
肺外結核の重複あり

（人）



平成30年新登録結核患者の年齢区分

10代20代

30代

30代

40代

40代

50代

50代

60代

60代

70代

70代

80代以上

80代以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

肺結核塗抹陽性患者（再掲）

新登録患者数

51名

10名



年齢別結核罹患率

年齢
罹患率

八尾市(H30) 全国(H29)

８０歳以上 56.7 62.6

６０－７９歳 40.0 16.2

０－５９歳 6.7 5.8

八尾市（60-79歳）の詳細
60-69歳 21.8
70-79歳 56.5



平成30年 新登録結核患者の属性
職業区分 結核患者

（再掲）肺結核喀痰塗抹陽
性

接客業 2 （3.9）

看護師、保健師 0 （0）

医師 0 （0）

その他医療職、介護職 4 （7.8）

教員、保育士 1 （2.0）

その他常用勤労者 12 （23.5） 5 （50.0）

その他の臨時雇、日雇 3 （5.9）

その他自営業、自由業 2 （3.9）

家事従事者 1 （2.0） 1 （10.0）

無職 26 （51.0） 4 （40.0）

合計 51 （100.0） 10 （100.0）

（人） （（ ）内は構成比）



平成30年新登録結核患者 発見方法
発見方法 結核患者

（再掲）肺結核喀痰塗抹陽
性

個別健康診断 1 （2.0）

定期健診（住民） 1 （2.0）

定期健診（職場） 2 （3.9） 1 （10.0）

接触者健診（家族） 4 （7.8）

接触者健診（その他） 1 （2.0）

医療機関受診 36 （70.5） 9 （90.0）

医療機関受診（他疾患入院中） 4 （7.8）

医療機関受診（その他通院） 1 （2.0）

その他 1 （2.0）

合計 51 （100.0） 10 （100.0）

（人） （（ ）内は構成比）



平成30年新登録結核患者 発見時の症状

呼吸器症状とは、「咳、たん、血たん、喀血」を指し、その他の症状とは、「胸痛、背部痛、息切れ、発熱、寝汗、全身倦怠、体重減少」を示します。

呼吸器のみ

呼吸器のみ

呼吸器＋その他

呼吸器＋その他

その他のみ

その他のみ

症状なし（健診発見含む）

症状なし（健診発見含む）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（再掲）80歳以上

結核患者

肺外結核は除く



平成30年新登録結核患者 糖尿病の有無
（人）

結核患者
（再掲）肺結核喀痰塗抹陽

性

有り 9 （17.6） 3 （30.0）

無し 42 （82.4） 7 （70.0）

全国 糖尿病合併症患者
H29年新登録結核患者 14.1%

（（ ）内は構成比）



平成30年新登録患者 外国出生者数

結核患者 潜在性結核感染症患者

外国生まれ １人 ２人



結核にかかる定期健康診断実施報告
平成２９年度

種別 内訳 対象数 提出数 提出率

医療機関 病院 １２ １２ １００ ％

診療所 ３５２ １６１ ４５．７％

助産所 ２ ２ １００ ％

学校 小中学校 ４４ ４４ １００ ％

高校 ５ ５ １００ ％

大学・短大 １ １ １００ ％

その他 ３ ２ ６６．７％

施設 高齢者施設 ３７ ２２ ５９．４％

その他施設 ５ ５ １００ ％



平成30年 LTBI年齢区分
コッホ現象を除く
平均年齢 47.2歳
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平成30年 LTBIの属性
職業区分 LTBI数 構成比

接客業 2 （7.7) 

看護師、保健師 0 (0.0) 

医師 1 (3.8) 

その他医療職、介護職 3 (11.6) 

教員、保育士 0 (0.0) 

その他常用勤労者 9 (34.6) 

その他の臨時雇、日雇 2 (7.7) 

自営業 1 (3.8) 

その他乳幼児 2 (7.7) 

無職 6 (23.1) 

合計 26 (100.0) 



平成30年 LTBI発見方法

発見方法 LTBI数 構成比

個別健康診断 1 (3.8) 

定期健診（職場） 1 (3.8) 

接触者健診（家族） 2 (7.7) 

接触者健診（その他） 18 (69.3) 

医療機関受診 2 (7.7) 

医療機関受診（他疾患入院中） 2 (7.7) 

合計 26 (100.0) 



平成30年 LTBI治療理由

治療理由 LTBI数 構成比

接触者検診 20 (76.9) 

その他 5 (19.2) 

不明 1 (3.9) 

合計 26 (100.0) 



結核業務について

受診

医療機関

保健所

通院

入院 通院

初回訪問
面接

医師連絡

感染症診査会

接触者健診

服薬支援
（DOTS)

管理健診

治療終了
経過観察

病院連絡

法第37条の2

法第37条

入院勧告 法第19条
入院延長 法第20条

届出 法第12条

法第17条

法第53条

法第24条



事例1

●患者A氏 60代 職業：その他の臨時雇、日雇

肺結核 病型：bⅢ2 喀痰塗抹：2+ PCR-TB：陽性

●高血圧で定期受診あり

平成29年、平成30年に職場健診で胸部X線検査要精検

⇒精検を受けず放置

●職場で結核患者発生

かかりつけ医にて喀痰検査実施 塗抹陽性、PCR-TB陽性

呼吸器専門病院にて肺結核診断、入院治療開始



事例1

●接触者健診結果

⇒集団感染の定義に該当

報道提供し、結核や、健診後精検受診の必要性について啓発

区分 健康診断
対象者数

受診者数 健康診断の結果

発病者 感染者 異常なし

家族 10 10 2 2 6

職場 17 17 1 6 10

合計 27 27 3 8 16

＜結核集団感染の定義＞
（厚生労働省結核感染症課長通知平成19年３月29日付健感発第０３２９００２号）
同一の感染源が、２族以上にまたがり、20人以上に結核を感染させた場合をいう。ただし、発病者１人につき６人が感染したものとして感染者数を計算する。
（本事例では、発病者３人×６＋感染者８人＝26人）



事例1

＜集団感染を起こした要因＞

①患者側の要因

・健診結果重要視せず精検を受けなかった

②事業所側の要因

・健診結果を把握していたが、精検の受診勧奨は行っていなかった

＜考察＞

健診の要精検放置は結核の集団感染につながる恐れがあり、医療機関だ
けでなく職域含め啓発を行う必要がある



事例2
●B氏 80代 肺がん既往あり(OPE済) 呼吸器症状なし

●かかりつけ医受診し胸部X線肺がん疑いで病院受診

胸部CTで結核疑い、喀痰検査塗抹陰性、胃液検査PCR-TB陽性

呼吸器専門病院にて肺結核診断、治療開始

●退院における問題点

・本人は呼吸器症状なく病識薄い

・同居家族も理解力乏しく物忘れあり規則的内服困難

・退院後は施設入所希望されるも金銭的に困難

・介護保険サービス利用拒否

・呼吸器専門病院への通院は困難



地域DOTSイメージ
診療情報提供

DOTS
カンファレンス

DOTSカード

保健所保健師



事例2続き
●保健所保健師の訪問で内服支援

⇒保健師が毎日訪問して内服支援

⇒本人は治療の必要性を理解、家族も本人への支援に参加

⇒家族の内服支援で安定して内服治療が行えるようになる

●かかりつけ医で抗結核薬処方

⇒月1回のかかりつけ医受診は保健師が調整し家族が付き添い

⇒治療終了時かかりつけ医で胸部X線検査、喀痰検査実施

⇒治療後はかかりつけ医にて2年間の胸部X線フォロー

＜考察＞

定期的にかかりつけ医で病状・体調の把握を行っており、胸部異常陰影を
早期に発見することができた

保健所保健師が頻回に訪問して治療の説明を行う中で、本人や家族のエ
ンパワメントを高めることができた



かかりつけ医
フォロー

週1回
保健師訪問

本ケース地域支援のイメージ

入院
治療

毎日
保健師訪問

週2回
保健師訪問

妻の関わり

介護保険サービス

・保健所保健師
・かかりつけ医

在 宅 治 療



今年度の取り組み

●医師会・中河内地域感染管理ネットワーク（KICN）へ

毎月新規結核発生状況を情報提供

●結核予防週間

市民へ向けて結核について啓発

介護保険事業者に対して結核啓発を強化

●ハイリスク健診（予定）

八尾市内の老人福祉センターで健診実施



結核まとめ
・全国平均に比べ結核罹患率、塗抹陽性肺結核罹患率が高い

・医療機関受診による発見が最多（7割）

・結核患者における高齢者の割合が多い

・80歳以上の高齢者では、7割の者に呼吸器症状がなかった

・かかりつけ医により早期発見されている事例がある反面、かかりつ

け医があったが発見が遅れた事例がある

→長引く呼吸器症状や体調不良では結核を疑う視点が必要

→高齢者においては定期的な胸部レントゲン検査が重要

→住民健診・職場健診等の精検受診が重要

⇒市民への啓発、医療機関・介護保険事業者等との連携強化が必要



風しんに関する追加的対策

特に抗体保有率が低い現在39～56歳の男性に対し、

① 予防接種法に基づく定期接種の対象とし、３年間、全国で原則無料で
定期接種を実施

② ワクチンの効率的な活用のため、まずは抗体検査を受けていただくこ
ととし、補正予算等により、全国で原則無料で実施

③ 事業所健診の機会に抗体検査を受けられるようにすることや、夜間・
休日の抗体検査・予防接種の実施に向け、体制を整備

追加的対策のポイント

資料４



健 感 発 1 0 1 8 第 ２ 号  

平 成 30 年 10 月 18 日  

都 道 府 県 

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

 

                    厚生労働省健康局結核感染症課長  

（公  印  省  略）   

 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則第４条第６項 

の規定に基づき厚生労働大臣が定める５類感染症及び事項の一部を改正する件 

の施行に伴う各種改正について（通知） 

 

平素より、感染症対策の推進につきまして、御理解と御協力を賜り誠にありがとうござ

います。 

本年４月 26 日の厚生科学審議会感染症部会において、後天性免疫不全症候群（HIV 感染

症を含む。）及び梅毒について、より有効な対策を講じるため、これらの発生動向を詳細に

把握することが重要であるとの御意見をいただいたことを受けて、感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律施行規則第４条第６項の規定に基づき厚生労働大臣が

定める５類感染症及び事項（平成 19 年厚生労働省告示第 58 号。以下「告示」という。）を

改正し、本日、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則第４条

第６項の規定に基づき厚生労働大臣が定める５類感染症及び事項の一部を改正する件（平

成 30 年厚生労働省告示第 365 号）が別紙１のとおり公布され、平成 31 年１月１日から適

用されます。 

あわせて、同様の趣旨から、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

第 12 条第１項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について（平成 18 年３月８日健感

発第 0308001 号厚生労働省健康局結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の

管理者が都道府県知事に届け出る基準」（以下「基準」という。）の一部を別紙２のとおり

改正し、平成 31 年１月１日から適用することといたしました。 

告示及び基準の改正内容は下記のとおりですので、貴職におかれては、内容について御

了知の上、関係機関等への周知を図るとともに、その実施に遺漏なきようお願いいたしま

す。 

 

記 

 

１ 告示の改正内容 

 ○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号。

以下「感染症法」という。）第 12 条第１項第２号は、医師が５類感染症の患者を診断

した際の届出義務について規定しており、当該届出事項については、感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成 10 年厚生省令第 99 号）第

４条第６項において、感染症の名称及び患者の症状、診断方法、初診年月日及び診断

年月日等と定められている。また、同項において、５類感染症のうち厚生労働大臣が



定めるものに係る医師の届出事項については、上記の事項のほか、「感染症のまん延の

防止及び患者の医療のために必要な事項として５類感染症ごとに厚生労働大臣が定め

る事項とする」とされており、告示で具体的に規定している。 

 ○ 今般、告示を改正し、厚生労働大臣が定める５類感染症に「梅毒」を、厚生労働大

臣が定める事項に「妊娠の有無」を、それぞれ追加する。 

 

２ 基準の改正内容 

 ○ 感染症法第 12 条第１項に基づく医師の届出並びに第 14 条第２項に基づく指定届出

機関の届出に係る様式については、基準において、感染症ごとに定められている。 

○ 今般、基準中、別記様式５－９（「後天性免疫不全症候群発生届（ＨＩＶ感染症を含

む）」の様式）を改正し、「診断時のＣＤ４陽性Ｔリンパ球数（ＣＤ４値）」を記載項目

として追加する。また、基準中、別記様式５－16（「梅毒発生届」の様式）を改正し、

「性風俗産業の従事歴・利用歴の有無」、「口腔咽頭」、「妊娠の有無」、「過去の治療歴」

及び「ＨＩＶ感染症合併の有無」を記載項目として追加する。 

 

 

 （参考） 

 基準については下記の URL を参照のこと。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-k

ansenshou/kekkaku-kansenshou11/01.html 



健感発０４１０第１号  

平成 30 年４月 10 日  

 

都 道 府 県 

 各 保健所設置市 衛生主管部（局）長 殿 

特 別 区 

厚生労働省健康局結核感染症課長   

                           （公 印 省 略） 

 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則 

の一部を改正する省令の施行に伴う各種改正について 

 

 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を

改正する省令（平成30年厚生労働省令第22号）が本年３月14日に別紙１のとお

り公布されたところであり、その概要等は下記のとおりである。 

また、同令の施行に伴い、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律の施行に伴う感染症発生動向調査事業の実施について」（平成11年

３月19 日付け健医発0319第458号厚生省保健医療局長通知）の別添「感染症発

生動向調査事業実施要綱」の一部を別紙２のとおり、｢感染症の予防及び感染症

の患者に対する医療に関する法律第12 条第１項及び第14 条第２項に基づく届

出の基準等について｣（平成18年３月８日健感発第0308001号厚生労働省健康局

結核感染症課長通知）の別紙「医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事

に届け出る基準」（以下「基準」という。）の一部を別紙３のとおり改正し、

本年５月１日から適用することとした。 

貴職におかれては、これらの内容を御了知の上、関係機関等への周知を図る

とともに、その実施に遺漏なきを期されたい。 

 なお、本通知においては、同令による改正後の感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律施行規則（平成10年厚生労働省令第99号）を「施

行規則」と略称する。 

 

記 

１ 改正の趣旨 

  急性弛
し

緩性麻痺（Acute Flaccid Paralysis。以下「AFP」という。）は、急

性灰白髄炎（以下「ポリオ」という。）等の急性な弛
し

緩性麻痺を呈する疾患の

総称である。 

世界保健機関（WHO）は、ポリオ対策の観点から、各国で AFPを発症した 15 

歳未満の患者を把握し、当該患者に対してポリオにり患しているか否かの検

査（以下「ポリオウイルス検査」という。）を実施することでポリオが発生し

ていないことを確保することを求めている。 

我が国においても、AFP を発症した 15 歳未満の患者に対してポリオウイル

ス検査が確実に実施されることを担保するために、AFP を発症した 15 歳未満

の患者のうち、ポリオでない者を届出の対象とする。 

 

 



２ 改正の概要 

  AFP（ポリオを除く。）を五類感染症に追加する。（施行規則第１条関係） 

  また、医師が AFP（ポリオを除く。）を発症した 15歳未満の患者を診断した

ときは、７日以内に当該患者の年齢、性別等を都道府県知事に届け出なけれ

ばならないこととする。（施行規則第４条第４項関係） 

 

３ 施行期日 

  平成 30年５月１日 

 

（参考） 

 基準については下記の URLを参照のこと。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/ke

kkaku-kansenshou/kekkaku-kansenshou11/01.html#list01 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/kekkaku-kansenshou/kekkaku-kansenshou11/01.html


感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則（
平
成
十
年
厚
生
省
令
第
九
十
九
号
）

の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
五
類
感
染
症
）

（
五
類
感
染
症
）

第
一
条

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対

す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百

十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
六
条
第
六
項

第
九
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
感

染
性
の
疾
病
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

第
一
条

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対

す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百

十
四
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
六
条
第
六
項

第
九
号
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
感

染
性
の
疾
病
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
六

（
略
）

一
〜
六

（
略
）

七

急
性
弛し

緩
性
麻
痺
（
急
性
灰
白
髄
炎
を
除

く
。）

（
新
設
）

八
〜
十
二

（
略
）

七
〜
十
一

（
略
）

十
三

細
菌
性
髄
膜
炎
（
第
十
五
号
か
ら
第
十
七

号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
同

じ
。）

十
二

細
菌
性
髄
膜
炎
（
第
十
四
号
か
ら
第
十
六

号
ま
で
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
同

じ
。）

十
四
〜
三
十
九

（
略
）

十
三
〜
三
十
八

（
略
）

第
四
条

（
略
）

第
四
条

（
略
）

２
・
３

（
略
）

２
・
３

（
略
）

４

法
第
十
二
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生

労
働
省
令
で
定
め
る
五
類
感
染
症
（
法
第
十
二
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
感
染
症
の
患
者
に

つ
い
て
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
に
限

る
。）は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

４

法
第
十
二
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
厚
生

労
働
省
令
で
定
め
る
五
類
感
染
症
（
法
第
十
二
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
感
染
症
の
患
者
に

つ
い
て
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
に
限

る
。）は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

四

急
性
弛し

緩
性
麻
痺
（
急
性
灰
白
髄
炎
を
除

く
。）（
患
者
が
十
五
歳
未
満
の
も
の
に
限
る
。）

（
新
設
）

五
〜
二
十
一

（
略
）

四
〜
二
十

（
略
）

５
〜
８

（
略
）

５
〜
８

（
略
）

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
年
五
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

平成年月日 水曜日 第号官 報

〇
厚
生
労
働
省
令
第
二
十
二
号

感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
六
条
第
六

項
第
九
号
及
び
第
十
二
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
三
月
十
四
日

厚
生
労
働
大
臣

加
藤

勝
信



SDPBT
テキストボックス
別紙１



別紙２  

｢感染症発生動向調査事業実施要綱｣新旧対照表 

新 旧 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

 

第１ (略) 

 

第２ 対象感染症 

 本事業の対象とする感染症は次のとおりとする。 

 

１ 全数把握の対象 

一類感染症～四類感染症 (略) 

五類感染症（全数） 

(64)～（66） （略） 

(67)急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く。） 

(68)～(87) (略)  

 新型インフルエンザ等感染症 (略) 

    (112)～(113) 

指定感染症 (略) 

 

２ 定点把握の対象 

五類感染症（定点） 

(88)～(111) (略) 

感染症発生動向調査事業実施要綱 

 

第１ (略) 

 

第２ 対象感染症 

 本事業の対象とする感染症は次のとおりとする。 

 

１ 全数把握の対象 

一類感染症～四類感染症 (略) 

五類感染症（全数） 

(64)～(66) (略) 

(新設) 

(67)～(86) (略)  

 新型インフルエンザ等感染  

  (111)～(112) 

症指定感染症 (略) 

 

２ 定点把握の対象 

五類感染症（定点） 

(87)～(100) (略) 
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法第 14 条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

 (114)～(115) (略) 

 

３ (略) 

 

第３～第４ (略) 

 

第５ 事業の実施 

 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染

症（第２の(75)、(85)及び(86)）、新型インフルエンザ等感染症

及び指定感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感

染症（第２の(75)、(85)及び(86)）、新型インフルエンザ等感

染症及び指定感染症を届出基準等通知に基づき診断した場合

は、別に定める基準に基づき直ちに最寄りの保健所に届出を行

う。 

イ～ク (略) 

 

法第 14 条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

(113)～(114) (略) 

 

３ (略) 

 

第３～第４ (略) 

 

第５ 事業の実施 

 

１ 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染

症（第２の(74)、(84)及び(85)）、新型インフルエンザ等感染症

及び指定感染症 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感

染症（第２の(74)、(84)及び(85)）、新型インフルエンザ等感

染症及び指定感染症を届出基準等通知に基づき診断した場合

は、別に定める基準に基づき直ちに最寄りの保健所に届出を行

う。 

イ～ク (略) 

 



別紙２  

新 旧 

２ 全数把握対象の五類感染症（第２の(75)、(85)及び(86)を除く。） 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

全数把握対象の五類感染症（第２の(75)、(85)及び(86)を除

く。）の患者を診断した医師は、別に定める基準に基づき診断

後７日以内に最寄りの保健所に届出を行う。 

イ～ク (略) 

 

３ 定点把握対象の五類感染症 

（１）  (略) 

（２） 定点の選定 

 ア 患者定点 

定点把握対象の五類感染症の発生状況を地域的に把握する

ため、都道府県は次の点に留意し、関係医師会等の協力を得

て、医療機関の中から可能な限り無作為に患者定点を選定す

る。また、定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分

布等を勘案して、できるだけ当該都道府県全体の感染症の発

生状況を把握できるよう考慮すること。 

① 対象感染症のうち、第２の(88)から(97)までに掲げるものに

ついては、小児科を標榜する医療機関（主として小児科医療

を提供しているもの）を小児科定点として指定すること。小

２ 全数把握対象の五類感染症（第２の(74)、(84)及び(85)を除く。） 

（１）調査単位及び実施方法 

ア 診断した医師 

全数把握対象の五類感染症（第２の(74)、(84)及び(85)を除

く。）の患者を診断した医師は、別に定める基準に基づき診断

後７日以内に最寄りの保健所に届出を行う。 

イ～ク (略) 

 

３ 定点把握対象の五類感染症 

（１）  (略) 

（２） 定点の選定 

 ア 患者定点 

定点把握対象の五類感染症の発生状況を地域的に把握するた

め、都道府県は次の点に留意し、関係医師会等の協力を得て、

医療機関の中から可能な限り無作為に患者定点を選定する。ま

た、定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘

案して、できるだけ当該都道府県全体の感染症の発生状況を把

握できるよう考慮すること。 

① 対象感染症のうち、第２の(87)から(96)までに掲げるものに

ついては、小児科を標榜する医療機関（主として小児科医療

を提供しているもの）を小児科定点として指定すること。小
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児科定点の数は下記の計算式を参考として算定すること。こ

の場合において、小児科定点として指定された医療機関は、

②のインフルエンザ定点として協力するよう努めること。 

表 (略) 

② 対象感染症のうち、第２の(98)に掲げるインフルエンザ（鳥

インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。以

下同じ。）については、前記①で選定した小児科定点のうち

インフルエンザ定点として協力する小児科定点に加え、内科

を標榜する医療機関（主として内科医療を提供しているもの）

を内科定点として指定し、両者を合わせたインフルエンザ定

点及び別途後記⑤に定める基幹定点とすること。内科定点の

数は下記の計算式を参考として算定すること。 

表以下 (略) 

③ 対象感染症のうち、第２の(99)及び(100)に掲げるものにつ

いては、眼科を標榜する医療機関（主として眼科医療を提供

しているもの）を眼科定点として指定すること。眼科定点の

数は下記の計算式を参考として算定すること。 

表 (略) 

④ 対象感染症のうち、第２の(101)から(104)に掲げるものにつ

いては、産婦人科、産科若しくは婦人科（産婦人科系）、医

療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）第３条の２第１項

児科定点の数は下記の計算式を参考として算定すること。こ

の場合において、小児科定点として指定された医療機関は、

②のインフルエンザ定点として協力するよう努めること。 

表 (略) 

② 対象感染症のうち、第２の(97)に掲げるインフルエンザ（鳥

インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。以

下同じ。）については、前記①で選定した小児科定点のうち

インフルエンザ定点として協力する小児科定点に加え、内科

を標榜する医療機関（主として内科医療を提供しているもの）

を内科定点として指定し、両者を合わせたインフルエンザ定

点及び別途後記⑤に定める基幹定点とすること。内科定点の

数は下記の計算式を参考として算定すること。 

表以下 (略) 

③ 対象感染症のうち、第２の(98)及び(99)に掲げるものについ

ては、眼科を標榜する医療機関（主として眼科医療を提供し

ているもの）を眼科定点として指定すること。眼科定点の数

は下記の計算式を参考として算定すること。 

表 (略) 

④ 対象感染症のうち、第２の(100)から(103)に掲げるものにつ

いては、産婦人科、産科若しくは婦人科（産婦人科系）、医

療法施行令（昭和２３年政令第３２６号）第３条の２第１項
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第１号ハ及びニ(2)の規定により性感染症と組み合わせた名

称を診療科名とする診療科、泌尿器科又は皮膚科を標榜する

医療機関（主として各々の標榜科の医療を提供しているもの）

を性感染症定点として指定すること。性感染症定点の数は下

記の計算式を参考として算定すること。 

表 (略) 

⑤ 対象感染症のうち、第２の(91)のうち病原体がロタウイルス

であるもの及び(105)から(111)までに掲げるものについて

は、対象患者がほとんど入院患者であるため、患者を３００

人以上収容する施設を有する病院であって内科及び外科を標

榜する病院（小児科医療と内科医療を提供しているもの）を

２次医療圏域毎に１カ所以上、基幹定点として指定すること。 

イ 病原体定点 

病原体の分離等の検査情報を収集するため、都道府県は、次

の点に留意し、関係医師会等の協力を得て病原体定点を選定す

る。また、定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布

等を勘案して、できるだけ当該都道府県全体の感染症の発生状

況を把握できるよう考慮すること。 

① (略) 

② アの①により選定された患者定点の概ね１０％を小児科病

原体定点として、第２の(88) から(97)までを対象感染症とす

第１号ハ及びニ(2)の規定により性感染症と組み合わせた名

称を診療科名とする診療科、泌尿器科又は皮膚科を標榜する

医療機関（主として各々の標榜科の医療を提供しているもの）

を性感染症定点として指定すること。性感染症定点の数は下

記の計算式を参考として算定すること。 

表 (略) 

⑤ 対象感染症のうち、第２の(90)のうち病原体がロタウイルス

であるもの及び(104)から(110)までに掲げるものについて

は、対象患者がほとんど入院患者であるため、患者を３００

人以上収容する施設を有する病院であって内科及び外科を標

榜する病院（小児科医療と内科医療を提供しているもの）を

２次医療圏域毎に１カ所以上、基幹定点として指定すること。 

イ 病原体定点 

病原体の分離等の検査情報を収集するため、都道府県は、次

の点に留意し、関係医師会等の協力を得て病原体定点を選定す

る。また、定点の選定に当たっては、人口及び医療機関の分布

等を勘案して、できるだけ当該都道府県全体の感染症の発生状

況を把握できるよう考慮すること。 

① (略) 

② アの①により選定された患者定点の概ね１０％を小児科病

原体定点として、第２の(87) から(96)までを対象感染症とす
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ること。 

③ アの②により選定された患者定点の概ね１０％をインフル

エンザ病原体定点として、第２の(98)を対象感染症とするこ

と。なお、インフルエンザ病原体定点の選定に当たっては、

小児科定点から１０％以上及び内科定点から１０％以上を、

それぞれ３定点と２定点を下回らないよう選定することと

し、法第１４条の２第１項に規定する指定提出機関として指

定すること。 

④ アの③により選定された患者定点の概ね１０％を眼科病原

体定点として、第２の(99)及び(100)を対象感染症とするこ

と。 

⑤ アの⑤により選定された患者定点の全てを基幹病原体定点

として、第２の(91)のうち病原体がロタウイルスであるもの、

(106)及び(109)を対象感染症とすること。 

 

（３）調査単位等 

ア 患者情報のうち、（２）のアの①、②、③及び⑤（第２の(107)、

(110)及び(111)に関する患者情報を除く。）により選定された

患者定点に関するものについては、１週間（月曜日から日曜日）

を調査単位として、（２）のアの④及び⑤（第２の(107)、(110)

及び(111)に関する患者情報のみ）により選定された患者定点に

ること。 

③ アの②により選定された患者定点の概ね１０％をインフル

エンザ病原体定点として、第２の(97)を対象感染症とするこ

と。なお、インフルエンザ病原体定点の選定に当たっては、

小児科定点から１０％以上及び内科定点から１０％以上を、

それぞれ３定点と２定点を下回らないよう選定することと

し、法第１４条の２第１項に規定する指定提出機関として指

定すること。 

④ アの③により選定された患者定点の概ね１０％を眼科病原

体定点として、第２の(98)及び(99)を対象感染症とするこ

と。  

⑤ アの⑤により選定された患者定点の全てを基幹病原体定点

として、第２の(90)のうち病原体がロタウイルスであるもの、

(105)及び(108)を対象感染症とすること。 

 

（３）調査単位等 

ア 患者情報のうち、（２）のアの①、②、③及び⑤（第２の(106)、

(109)及び(110)に関する患者情報を除く。）により選定された

患者定点に関するものについては、１週間（月曜日から日曜日）

を調査単位として、（２）のアの④及び⑤（第２の(106)、(109)

及び(110)に関する患者情報のみ）により選定された患者定点に
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関するものについては、各月を調査単位とする。 

イ 病原体情報のうち、（２）のイの③により選定された病原体

定点に関するものについては、第２の(98)に掲げるインフルエ

ンザの流行期（（２）のアの②により選定された患者定点当た

りの患者発生数が都道府県単位で１を超えた時点から１を下回

るまでの間）には１週間（月曜日から日曜日）を調査単位とし、

非流行期（流行期以外の期間）には各月を調査単位とする。そ

の他の病原体定点に関するものについては、各月を調査単位と

する。 

 

（４）実施方法 

 ア (略) 

 イ 病原体定点 

①～② (略)   

③ （２）のイの②により選定された病原体定点においては、第

２の(88)から(97)までの対象感染症のうち、患者発生状況等

を踏まえ都道府県等においてあらかじめ選定した複数の感染

症について、調査単位ごとに、概ね４症例からそれぞれ少な

くとも１種類の検体を送付するものとする。 

④ （２）のイの③により選定された病原体定点においては、第

２の(98)に掲げるインフルエンザ（インフルエンザ様疾患を

関するものについては、各月を調査単位とする。 

イ 病原体情報のうち、（２）のイの③により選定された病原体

定点に関するものについては、第２の(97)に掲げるインフルエ

ンザの流行期（（２）のアの②により選定された患者定点当た

りの患者発生数が都道府県単位で１を超えた時点から１を下回

るまでの間）には１週間（月曜日から日曜日）を調査単位とし、

非流行期（流行期以外の期間）には各月を調査単位とする。そ

の他の病原体定点に関するものについては、各月を調査単位と

する。 

 

（４）実施方法 

 ア (略) 

 イ 病原体定点 

①～② (略)    

③ （２）のイの②により選定された病原体定点においては、第

２の(87)から(96)までの対象感染症のうち、患者発生状況等

を踏まえ都道府県等においてあらかじめ選定した複数の感染

症について、調査単位ごとに、概ね４症例からそれぞれ少な

くとも１種類の検体を送付するものとする。 

④ （２）のイの③により選定された病原体定点においては、第

２の(97)に掲げるインフルエンザ（インフルエンザ様疾患を
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含む。）について、調査単位ごとに、少なくとも１検体を送

付するものとする。 

ウ～ケ (略) 

 

４ 法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

（１） 略 

（２）定点の選定 

ア 疑似症定点 

疑似症の発生状況を地域的に把握するため、都道府県は次の

点に留意し、関係医師会等の協力を得て、医療機関の中から可

能な限り無作為に疑似症定点を選定する。また、定点の選定に

当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘案して、できるだ

け当該都道府県全体の疑似症の発生状況を把握できるよう考慮

すること。 

対象疑似症のうち、第２の(114)に掲げるものについては、小

児科を標榜する医療機関（主として小児科医療を提供している

もの）又は内科を標榜する医療機関（主として内科医療を提供

しているもの）を第一号疑似症定点として指定すること。 

また、第２の(115)に掲げるものについては、小児科を標榜す

る医療機関（主として小児科医療を提供しているもの）、内科

を標榜する医療機関（主として内科医療を提供しているもの）

含む。）について、調査単位ごとに、少なくとも１検体を送

付するものとする。 

ウ～ケ (略) 

 

４ 法第１４条第１項に規定する厚生労働省令で定める疑似症 

（１） 略 

（２）定点の選定 

ア 疑似症定点 

疑似症の発生状況を地域的に把握するため、都道府県は次の

点に留意し、関係医師会等の協力を得て、医療機関の中から可

能な限り無作為に疑似症定点を選定する。また、定点の選定に

当たっては、人口及び医療機関の分布等を勘案して、できるだ

け当該都道府県全体の疑似症の発生状況を把握できるよう考慮

すること。 

対象疑似症のうち、第２の(113)に掲げるものについては、小

児科を標榜する医療機関（主として小児科医療を提供している

もの）又は内科を標榜する医療機関（主として内科医療を提供

しているもの）を第一号疑似症定点として指定すること。 

また、第２の(114)に掲げるものについては、小児科を標榜す

る医療機関（主として小児科医療を提供しているもの）、内科

を標榜する医療機関（主として内科医療を提供しているもの）



別紙２  

新 旧 

又は皮膚科を標榜する医療機関（主として皮膚科医療を提供し

ているもの）を第二号疑似症定点として指定すること。 

なお、各疑似症定点の数は下記の計算式を参考として算定す

るとともに、内科を標榜する医療機関については、第５の３（２）

ア⑤に掲げる基幹定点の要件を満たす病院を２次医療圏域毎に

１カ所以上含むよう考慮すること。 

表 (略) 

５～６ (略) 

 

第６ (略) 

 

第７ 実施時期 

 この実施要綱は、平成１１年４月１日から施行する。ただし、病原体

情報及び病原体定点に関する項目については、各都道府県等において実

施可能となり次第、実施することとして差し支えない。 

この実施要綱の改正は、平成１４年１１月１日から施行する。 

（中略） 

この実施要綱の一部改正は、平成３０年３月１日から施行する。 

この実施要綱の一部改正は、平成３０年５月１日から施行する。 

 

別記様式 （略） 

又は皮膚科を標榜する医療機関（主として皮膚科医療を提供し

ているもの）を第二号疑似症定点として指定すること。 

なお、各疑似症定点の数は下記の計算式を参考として算定す

るとともに、内科を標榜する医療機関については、第５の３（２）

ア⑤に掲げる基幹定点の要件を満たす病院を２次医療圏域毎に

１カ所以上含むよう考慮すること。 

表 (略) 

５～６ (略) 

 

第６  (略) 

 

第７ 実施時期 

 この実施要綱は、平成１１年４月１日から施行する。ただし、病原体

情報及び病原体定点に関する項目については、各都道府県等において実

施可能となり次第、実施することとして差し支えない。 

この実施要綱の改正は、平成１４年１１月１日から施行する。 

（中略） 

この実施要綱の一部改正は、平成３０年３月１日から施行する。 

  

 

別記様式 （略） 



別紙３ 

 

｢感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 12 条第 1 項及び第 14 条第２項に基づく届出の基準等について｣新旧対照表 

新 旧 

別紙 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

 

第１～５ （略） 

 

第６ 五類感染症 

 

１～３ (略) 

 

４ 急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く。）  

（１）定義 

ウイルスなどの種々の病原体の感染により弛緩性の運動麻痺症状

を呈する感染症である。 

（２）臨床的特徴 

多くは何らかの先行感染を伴い、手足や呼吸筋などに筋緊張の低

下、筋力低下、深部腱反射の減弱ないし消失、筋萎縮などの急性の弛

緩性の運動麻痺症状を呈する。発症機序が同一ではないが、同様の症

状を呈するポリオ様麻痺、急性弛緩性脊髄炎、急性脳脊髄炎、急性脊

髄炎、ギラン・バレー症候群、急性横断性脊髄炎、Hopkins 症候群等

もここには含まれる。 

（３）届出基準 

ア 患者（確定例） 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者を診察した結果、症状や

別紙 

医師及び指定届出機関の管理者が都道府県知事に届け出る基準 

 

第１～５ （略） 

 

第６ 五類感染症 

 

１～３ (略) 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙３ 

 

新 旧 

所見から急性弛緩性麻痺が疑われ、かつ、（４）届出に必要な要件

を満たすと診断した場合には、法第１２条第１項の規定による届出

を７日以内に行わなければならない。  

イ 感染症死亡者の死体 

医師は、（２）の臨床的特徴を有する者の死体を検案した結果、

症状や所見から、急性弛緩性麻痺が疑われ、かつ、（４）の届出の

ために必要な要件を満たすと判断した場合には、法第１２条第１項

の規定による届出を７日以内に行わなければならない。  

（４）届出に必要な要件（３つすべてを満たすもの） 

 

５～４９ （略） 

 

別記様式１～４ （略） 

 

別記様式５－１～５－３ （略） 

 

 

ア １５歳未満 

イ 急性の弛緩性の運動麻痺症状を伴って死亡した者、又は当該症状が

２４時間以上消失しなかった者 

ウ 明らかに感染性でない血管障害、腫瘍、外傷、代謝障害などでない 

こと、及び痙性麻痺でないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～４８ （略） 

 

別記様式１～４  (略) 

 

別記様式５－１～５－３  (略) 

 

 

 



別紙３ 

 

新 旧 

別記様式５－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式５—４ 

急性弛緩性麻痺（急性灰白髄炎を除く。）発生届 
 

都道府県知事（保健所設置市長・特別区長） 殿 
 
感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１２条第１項（同条第６項において準用する場

合を含む。）の規定により、以下のとおり届け出る。 
報告年月日 平成  年  月  日 

 医師の氏名                     印 
（署名又は記名押印のこと） 

 従事する病院・診療所の名称                     
 上記病院・診療所の所在地（※）                   
 電話番号（※）    （     ）     —          

（※病院・診療所に従事していない医師にあっては、その住所・電話番号を記載） 

１ 診断（検案）した者（死体）の類型 

・患者（確定例） ・感染症死亡者の死体 
 

２ 性別 ３ 診断時の年齢（０歳は月齢） 

男・女 歳（  か月） 
 

病   型 11 感染原因・感染経路・感染地域 

１）病原体（             ） 
２）病原体不明 

①感染原因・感染経路（確定・推定） 
１ 飛沫・飛沫核感染(感染源の種類・状況： 
                    ) 
２ 接触感染(接触した人・物の種類・状況： 

（                 ) 
３ 経口感染（飲食物の種類・状況： 

                 ） 
４ その他（              ) 

 
②感染地域（ 確定・推定 ） 
１ 日本国内（  都道府県   市区町村） 
２ 国外（           国 
  詳細地域              ） 
③ポリオウイルス検査の実施（有・無） 
④ポリオ含有ワクチン接種歴 
１回目 有（  か月）・無・不明 
 ワクチンの種類（生・IPV・DPT-IPV・不明） 
 接種年月日（S・H 年 月 日 ・不明） 
 製造会社/Lot 番号（   /  ・不明） 
２回目 有（  か月）・無・不明 
 ワクチンの種類（生・IPV・DPT-IPV・不明） 
 接種年月日（S・H 年 月 日 ・不明） 
 製造会社/Lot 番号（   /  ・不明） 
３回目 有（  か月）・無・不明 
 ワクチンの種類（生・IPV・DPT-IPV・不明） 
 接種年月日（S・H 年 月 日 ・不明） 
 製造会社/Lot 番号（   /  ・不明） 
４回目 有（  歳）・無・不明 
 ワクチンの種類（生・IPV・DPT-IPV・不明） 
 接種年月日（S・H 年 月 日 ・不明） 
 製造会社/Lot 番号（   /  ・不明） 
その他：海外でポリオ含有ワクチンの接種歴が
ある場合（生・IPV 含有ワクチン・不明） 
 接種年月日（H 年 月 日 ・不明） 
 製造会社/Lot 番号（   /  ・不明） 

４ 
 
症 
状 

・弛緩性麻痺  
左上肢・右上肢・左下肢・右下肢・呼吸筋・顔面・
他（   ） 

・深部腱反射低下 ・膀胱直腸障害 ・瞳孔散大 
・筋萎縮・筋肉痛・頭痛・髄液蛋白質増加 
・髄液細胞数増加・発熱・喘鳴・咳・鼻汁 
・下痢・嘔吐・便秘・腹痛・意識障害・感覚障害 
・小脳症状・不随意運動・脊髄の画像異常所見  
・その他（             ） 

 
５ 
 
診 
断 
方 
法 
 
 
 
 

・次の①～③の全ての要件を満たすことを確認 
①１５歳未満 
②急性の弛緩性の運動麻痺症状を伴って死亡し
た者、又は当該症状が２４時間以上消失しなか
った者 

③明らかに感染性でない血管障害、腫瘍、外傷、
代謝障害などでないこと、及び痙性麻痺でない
こと 

 

６ 初診年月日       平成  年  月  日 
７ 診断（検案（※））年月日 平成  年  月  日 
８ 感染したと推定される年月日  平成  年  月  日 
９ 発病年月日（＊）        平成  年  月  日
10 死亡年月日（※）        平成  年  月  日 

（1,2,4,11欄は該当する番号等を○で囲み、3,6から 10 欄は年齢、年月日を記入すること。 
（※）欄は、死亡者を検案した場合のみ記入すること。 
（＊）欄は、患者（確定例）を診断した場合のみ記入すること。 
4,11欄は、該当するものすべてを記載すること。） 

１．急性灰白髄炎との鑑別のため、診断後速やかに病原体検査のための検体を採取し、検査結果を待つこと
なく、出来るだけ速やかに管轄の保健所へ急性弛緩性麻痺の届出をしていただきますようお願いします。 
２．届出後、病原体検査により急性灰白髄炎と診断された場合については、届出の取り下げ等にご協力いた
だきますようお願いします。 



別紙３ 

 

新 旧 

別記様式５－５～５－２４ （略） 

 

別記様式６ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記様式５－４～５－２３ （略） 

 

別記様式６ （略） 

 


